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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
（分担研究報告書） 

 
全国がん登録の利活用に向けた学会研究体制の整備とその試行、臨床データベースに基づく 

臨床研究の推進、及び国民への研究情報提供の在り方に関する研究 

 
研究分担者 永瀬 智・山形大学医学部産婦人科・教授 

研究協力者 小林陽一・杏林大学医学部産婦人科・教授 

 

 
 
 
 
 
 
 
Ａ．研究目的 
 日本産科婦人科学会（以下、日産婦学会）
が統括している婦人科悪性疾患の腫瘍登録の
課題を抽出し、その二次利用の促進や解析結
果の公表方法について検討する。 
Ｂ．研究方法 
日産婦学会が実施する登録サイトから関連

する項目状況を把握し、学会のホームページ
、学会が発刊している刊行物から婦人科癌登
録に関わる各種の規定を収集し、必要性に応
じて理事会や委員会の議事録を参照し検討し
た。 
（倫理面への配慮） 
 婦人科腫瘍登録事業は、臨床研究として日
本産科婦人科学会倫理審査小委員会で審議さ
れ承認された後、各登録実施施設の倫理委員
会でも承認を得ている。 
Ｃ．研究結果             
1 婦人科腫瘍登録の予後データに全国がん
登録データの予後データを反映させる意義
と体制構築に向けた議論 

 日産婦学会としては本研究班からの照会内
容が適切であるとの結論に至り、現行の「が
ん登録推進法」の一部改訂あるいは解釈の工
夫を依頼すべき、との結論になった。この結
果を受け、学術団体名の連名による厚生労働
大臣宛、及び同法の見直し等を検討する研究
班の研究代表者宛にその内容の要請を行う
こととなった。 
2 登録内容の正誤確認に関する登録後検証
の実施について 

 現時点では、人的及び経済的課題が多く、

登録後の監査は行われていない。登録時のロ
ジカルチェックを構築し、登録の精度向上を
図っている。 
3 第三者機関への登録・分析依頼の実施状
況 

 大学病院医療情報ネットワークセンター
（ＵＭＩＮ）に登録し、データ分析は東北大
学臨床研究センター/岩手医科大学の医学統
計専門家に業務委託している。 
4 登録事業非実施学術団体（研究会を含む）
あるいは長期通年非事業化の学術団体にお
ける、非実施、非事業化となっている背景 

と実施へ向けた検討 
 説明については非該当項目 
5 登録事業に関する学会内での課題・問題
内容の有無 

 登録事業に関する課題として、以下の内容
を担当委員会で共有している。 
１．登録担当者が交代となった場合に、その
後の登録が継続されない可能性がある 
２．日常業務を行いながらの作業は負担が大
きい 
３．周術期の合併症や他科の合併症、治療内
容の詳細についてのデータが得られない 
6 登録先機関に関する情報 
登録ファーマットの作成は UMIN に委託、

婦人科癌全体の登録項目は 136項目で、UMIN
への委託管理費用や登録管理運営費として
年間 30万円の予算を計上している。 
7 短期間登録によるデータを用いた臨床研
究の経験について 
 広汎子宮全摘術の術式別予後や予後に影

研究要旨 婦人科領域腫瘍（卵巣癌、子宮癌）臨床データベースの現状と将来） 
婦人科悪性腫瘍の登録は日本産科婦人科学会で管理されているが、学会の専攻

医プログラムにおける基幹施設認定の要件として組み込まれており、登録の悉皆
性向上が図られている。登録事業の意義、登録・報告の原則などは学会が発刊し
ている取扱い規約に掲載されており、登録実施要項はホームページで閲覧可能で
ある。二次利用の規程も整備されているが、登録内容の監査についての規程は今
後の検討課題として議論されている。      

登録データは、患者年報、治療年報として公表されているが、一般国民はこれ
らの研究成果を入手しにくい状況である。研究成果の公開に関しては、公開方法
や公開内容の詳細を検討する必要がある。 
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響を与える因子の解析のため、2019年から 3
年間の期間に限定し、術式や術者、術後合併
症、再発部位などに関する詳細な情報の登録
を行っており、2021 年の登録が終了した時
点で解析を予定している。 
8 「通年登録に関する規定」及びその「登
録データの利活用に関する臨床研究におけ
る学会内規定」の現状について 
 登録実施要項や登録データの二次利用に
関する規定は学会ホームページで閲覧可能
である。 
9 登録データを活用した研究報告（論文ま
たは学会発表）の研究内容に関する一般国民
向けへの特設説明サイトについて 
 研究成果を一般国民向けに公開するため
のウェブサイトは現時点では構築していな
いが、疾患に関する解説をホームページ上に
公開しており、そのなかにデータベースを利
用した研究成果を掲載することを検討して
いる。 

Ｄ．考察               
 腫瘍登録データベースを活用し、今後、その
成果を適切に公表していくためには、登録事
業に関する規定が整備されていることが不可
欠となる。日本産科婦人科学会では、登録を
管理する専門委員会の規程に、登録事業の意
義や概要が銘記されている。また、登録担当
者が参考にする「登録実施要項」が、各疾患
の取扱い規約やホームページ上で公開されて
おり、入力担当者の誤入力軽減に貢献してい
ると思われる。一方で、登録後の正誤内容に
関する外部監査については、人的・経済的負
担などの課題が多く、早期の実施についての
判断は検討中である。また、一般国民に向け
た解析結果の公表に関して検討を行っている
段階であり、解析結果へのアクセスの改善が
望まれる。 
予後情報に関しては、他院へ転院となった

方などの情報収集には限界がある。このため
全国がん登録の予後情報と突合可能にするこ
とが、正確な予後情報を得る大きな解決策と
なり、今後の法整備が期待される。 
Ｅ．結論 
登録事業は、日産婦学会などの専攻医プロ

グラム基幹施設の施設認定要件に組み込まれ
るなど、登録の意義や必要性が学会員に認識
されるような取り組みが行われている。登録
後の監査、登録データの一般の方への公開が
今後の課題である。 
 
Ｆ．健康危険情報  
  特になし 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
   (予定を含む) 
 
1. 特許取得 
 なし  
2. 実用新案登録 

  なし 
3.その他 

  なし 


